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令和３年６月 

 

 受 注 者 各 位 

桜井市役所 管財契約課 

 

建退共制度の運用について 
 

 平素は、本市の公共工事の推進にあたりまして、ご理解ご協力賜りありがとうございます。 

 平成２３年度から、独立行政法人勤労者退職金共済機構（以下「機構」という。）の建設業退職金共

済制度（以下「建退共制度」という。）に関する運用を開始しておりますが、中小企業退職金共済法（昭

和３４年法律第１６０号）が改正され、証紙貼付方式に加え、電子申請方式による掛金納付が可能とな

りました。今後とも建退共制度のより一層の普及・促進を図るため、令和３年６月１日以降に契約を締

結する建設工事は次の事項に留意し実施されるようお願い申し上げます。 

 

記 

１．建退共制度の履行について 

 

  ※「対象労働者」＝元請事業主及び下請事業主（二次以下の下請事業主を含む）が雇用する 

建退共制度の対象となる労働者 とする 

 

【証紙貼付方式の場合】  

① 対象労働者の当該工事に係る就労予定日数に応じた退職金共済証紙（以下「証紙」という。）の

必要枚数を算出し、取扱金融機関等にて購入してください。 

② 対象労働者の就労日数に応じて退職金共済手帳に証紙を貼付してください。 

③ 証紙に不足が生じた場合は直ちに必要枚数を追加して購入してください。 

【電子申請方式の場合】 

① 対象労働者の当該工事に係る就労予定日数に応じた退職金ポイント（以下「ポイント」という。）

の必要数を算出し、機構の電子申請専用サイトにて購入してください。 

② 電子申請専用サイトを通じて対象労働者の就労状況を機構に適正に報告し、ポイントを付与し

てください。 

③ ポイントに不足が生じた場合は直ちに必要数を追加して購入してください。 

 

 

２．証紙又はポイント購入状況の報告について 

 

 【証紙貼付方式の場合】 

 ① 請負金額５００万円以上の建設工事を締結した場合、証紙購入時に発行される掛金収納書を「掛

金収納書提出用台紙」（機構の定める様式第０３３号）に貼付して、工事契約締結後 1ヶ月以内に、

工事担当監督員に提出してください。 

ただし、元請事業主及び下請事業主が、自社に他の退職金制度があるため、対象労働者を雇用し

ない場合は、「工事打合せ簿」にてその理由を明記し、当該退職金制度がわかる書類（退職金制度

に関する会社の規約の写し又は、建退共制度以外の退職金制度加入証明書の写し）を添えて提出し

てください。 

なお、追加購入した場合は、工事完成時までに、追加購入分の掛金収納書を「掛金収納書提出用

台紙」に貼付し、工事担当監督員に提出してください。 

② 手持ちの証紙がある場合は、「工事打合せ簿」にて今回の購入枚数、流用枚数、合計枚数が分か

るよう記載し、掛金収納書を貼付した「掛金収納書提出用台紙」とともに工事担当監督員に提出し

てください。その際、証紙の現物を工事担当監督員に提示することとします。 

（今後、手持ち証紙の流用を不可とする場合があります。） 
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③ 請負金額５００万円未満の建設工事についても、建退共制度への加入、建退共制度の実施をする

必要があることに十分留意してください。 

【電子申請方式の場合】 

 ① 請負金額５００万円以上の建設工事を締結した場合、ポイント購入時に発行される「掛金収納書

（電子申請方式）」を工事契約締結後４０日以内に、工事担当監督員に提出してください。ただし、

ポイント購入が口座振替による場合であって、機構の電子申請専用サイトで発行される掛金口座振

替申込受付書を提出する場合は、収納書発行後速やかに提出してください。 

元請事業主及び下請事業主が、自社に他の退職金制度があるため、対象労働者を雇用しない場合

は、「工事打合せ簿」にてその理由を明記し、当該退職金制度がわかる書類（退職金制度に関する

会社の規約の写し又は、建退共制度以外の退職金制度加入証明書の写し）を添えて提出してくださ

い。 

なお、追加購入した場合は、工事完成時までに、「掛金収納書（電子申請方式）」を工事担当監督

員に提出してください。 

② 請負金額５００万円未満の建設工事についても、建退共制度への加入、建退共制度の実施をする

必要があることに十分留意してください。 

 

 

３．建退共制度の対象となる労働者とは 

 

  建設工事現場で働く者全て（ただし下記①及び②のとおり。）  

① 役員報酬を受けている方は除きます。 

② 中小企業退職金共済制度加入者等、または自社の退職金制度がある場合は、除きます。 

 

 

４．掛金充当状況の報告について 

 

 工事完成時に「建設業退職金共済制度掛金充当実績総括表」（機構の定める様式第０３１号）を

作成し報告してください。なお、必要に応じて（※）「掛金充当書（工事別）」、「被共済者就労状況

報告書」（機構の定める建退共事務受託様式第４号）、「工事別共済証紙受払簿」（機構の定める様式

第０３２号）の報告を求める場合があります。 

  ※建設業退職金共済制度掛金充当実績総括表の「掛金充当日数」と掛金収納書における「証紙

（又はポイント）購入日数」を照合し、掛金充当日数が証紙（又はポイント）の購入日数を大幅に

下回る場合（当面は 3/4 を目安とする）。 

 

 

５．工事現場への標識の掲示について 

 

建退共制度の適用工事である旨を周知し、建退共制度への加入促進及び履行徹底を図るために、

工事現場の見やすい場所に機構が定める「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場標識」を掲示

してください。 
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６．工事担当監督員への報告書類一覧 

 

（証紙貼付方式の場合） 

番号 書類名 様式番号 時期 備考 

① 掛金収納書提出用

台紙 

機構の定める 

様式第０３３号 

契約締結後１ヶ月以内 「掛金収納書」

を貼付け提出 

③ 建設業退職金共済

制度掛金充当実績

総括表 

機構の定める 

様式第０３１号 

完成時 提出 

④ 被共済者就労状況

報告書（月別報告様

式） 

機構の定める 

建退共事務受託

様式第４号 

完成時 必要に応じて

提出 

⑤ 工事別共済証紙受

払簿 

機構の定める 

様式第０３２号 

完成時 必要に応じて

提出 

 

（電子申請方式の場合） 

番号 書類名 様式番号 時期 備考 

② 掛金収納書（電子申

請方式） 

 契約締結後４０日以内 提出 

③ 建設業退職金共済

制度掛金充当実績

総括表 

機構の定める 

様式第０３１号 

完成時 提出 

④ 被共済者就労状況

報告書（月別報告様

式） 

機構の定める 

建退共事務受託

様式第４号 

完成時 必要に応じて

提出 

⑥ 掛金充当書（工事

別） 

 完成時 必要に応じて

提出 

 

 

７．掛金日額の改定について 

 

   令和３年１０月１日より掛金日額が３１０円から３２０円に改定されます。令和３年１０月 

１日をまたいで工事を行う場合であっても工事契約締結時には工事終了までの必要数を算出 

し購入してください。９月末日までは３１０円分のものを付与し、１０月１日以降は証紙の場 

合は取扱金融機関にて新証紙（３２０円）と交換をおこない貼付してください。 

（詳細については、建退共奈良県支部 0742-22-3345） 

 

 

８．その他 

   

        根拠資料等・建設業退職金共済制度の普及徹底について 
             ・建設業退職金共済制度の普及徹底に関する措置について 
             ・建設業退職金共済制度の適正履行の確保について 
             ・建設業退職金共済制度の適正履行の確保に関する措置について 

 

桜井市 総務部 管財契約課 契約検査係 

０７４４－４２－９１１１（内線１７６１） 
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様式一覧 

 

提
出
 

提
出
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①※建退共機構ホームページにてダウンロードできます 
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②※電子申請サイトにて発行されます 
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③※建退共機構ホームページにてダウンロードできます 
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④※建退共機構ホームページにてダウンロードできます 
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⑤※建退共機構ホームページにてダウンロードできます 
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⑥※電子申請サイトにて発行されます 
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